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各都道府県介護保険主管部（局） 
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← 厚生労働省 認知症施策・地域介護推進課 
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【改正後全文】 

老振発第 0331007 号 

平成 18 年３月 31 日 

老振発 0620 第１号 

平成 28 年６月 20 日 

老振発 0706 第１号 

平成 30 年７月６日 

 老振発 0521 第１号 

令和元年５月 21 日 

老認発 0903 第１号 

令和２年９月３日  

 老認発 0909 第２号 

令和３年９月９日  

老認発 1018 第１号 

令和６年 10 月 18 日 

最終改正 老認発 0630 第１号 

令和７年６月 30 日 

 

 

 

  都道府県 

各      介護保険主管部（局）長 殿 

  指定都市 

 

 

厚生労働省老健局 

 認知症施策・地域介護推進課長 

 

 

「介護サービス情報の公表」制度の施行について 

 

 

介護保険法等の一部を改正する法律（平成 17 年法律第 77 号。）が平成 17 年

６月 29日に公布され、介護保険法等の一部を改正する法律等の施行について（平

成 18 年３月 31 日老発第 0331014 号厚生労働省老健局長通知）により改正の趣

旨及び内容について通知されたことを踏まえ、今般、「介護サービス情報の公表」
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制度の具体的な内容について別紙のとおり通知することとしたので、御了知の

上、適正な事務処理を図られたい。 

なお、本通知は、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 245 条の４第１項の

規定に基づく技術的助言として発出するものである。 
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別紙 

 

Ⅰ 「介護サービス情報の公表」制度の趣旨 
介護保険制度は、介護サービスを利用しようとする者（以下「利用者」とい

う。）が自ら介護サービス事業者（介護保険法（平成９年法律第 123 号。以下

「法」という。）第 115 条の 35 第１項に規定する「介護サービス事業者」をい

う。以下「事業者」という。）を選択し、利用者と事業者とが契約し、サービ

スを利用又は提供する制度である。 

しかしながら、利用者は要介護者等であり、利用しようとする介護サービス

の情報の入手において、事業者と実質的に対等な関係を構築することが困難な

場合がある。利用者が適切なサービスを利用できない場合、その心身の機能が

低下するおそれなどが考えられることから、利用者に対して、事業者に関する

情報を適切に提供する環境整備が望まれる。 

また、事業者においては、自らが提供する介護サービスの内容や運営状況等

に関して、利用者による適切な評価が行われ、より良い事業者が適切に選択さ

れることが望まれることから、各事業者の情報を公平に提供する環境整備が望

まれる。 

介護保険制度は、このように、利用者本位による利用者のニーズにあったよ

り適切な事業者選択を通じたサービスの質の向上が図られることを基本理念

とする制度である。 

「介護サービス情報の公表」制度は、このような、利用者の権利擁護、サー

ビスの質の向上等に資する情報提供の環境整備を図るため、法第 115 条の 35

第１項の規定に基づいて、事業者に対し、「介護サービス情報（介護サービス

の内容及び運営状況に関する情報であって、介護サービスを利用し、又は利用

しようとする要介護者等が適切かつ円滑に当該介護サービスを利用する機会

を確保するために公表されることが必要なもの）」の公表を義務付けるもので

ある。 

 

Ⅱ 実施体制の整備 
「介護サービス情報の公表」制度は、法に基づく都道府県及び指定都市（以

下「都道府県等」という。）の自治事務であり、都道府県知事及び指定都市市

長（以下「都道府県知事等」という。）は、都道府県等内の本制度の対象とな

る事業者（以下「公表対象事業者」という。）が報告する介護サービス情報の

受理、調査、情報の公表等の事務を適確に行う体制を整備する必要がある。都

道府県等が円滑に制度を運用することを支援するため、国は「介護サービス情

報公表システム」を構築・運用している。 
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当該事務は、都道府県知事等が自ら行うほか、当該事務の効率的かつ円滑な

実施に資するため、都道府県知事等が法第 115 条の 36 第１項の規定に基づく

指定調査機関及び法第 115 条の 42 第１項の規定に基づく指定情報公表センタ

ー（以下「指定調査機関等」という。）を指定して行うことができることとさ

れている。都道府県知事等が、当該指定調査機関等の指定を行うに当たっては、

法令の規定に基づくとともに、次の点に留意して適切に実施されたい。 

また、指定調査機関が行う公表対象事業所の調査の実施に当たっては、法第

115 条の 37 の規定に基づく要件を備える者のうちから選任して実施する必要

があるので、法令の規定に基づくとともに、次の点に留意して適切に実施され

たい。 

なお、介護保険法施行規則（平成 11 年厚生省令第 36 号。以下「省令」とい

う。）第 140 条の 49 に基づく指定調査機関の指定の申請については、電子情報

処理組織、電子メール等を使用して行うこととして差し支えない。 

 

１ 指定調査機関 
（１）基本的考え方 

都道府県知事等が指定調査機関の指定を行うに当たっては、調査事務

（法第 115 条の 36 第１項に規定する調査事務をいう。以下同じ。）が効率

的かつ適確に行われるよう、適切に必要数を見込み指定を行う必要がある。 

また、指定調査機関が行う調査事務は、都道府県知事等の自治事務につ

いて、都道府県知事等の指定を受けて行うものであること等を踏まえ、当

該事務の実施に当たっては、公正かつ適確な調査事務の実施等に留意する

とともに、特に、特定の事業者に偏ることのない中立・公正な調査事務が

実施される必要がある。 

なお、介護保険法施行規則（平成 11 年厚生省令第 36 号。以下「省 

令」という。）第 140 条の 49 に基づく指定調査機関の指定の申請につい

ては、電子メール等オンラインを活用して行うこととして差し支えな

い。 

 

（２）指定を受ける法人の中立性・公平性の確保 
指定調査機関の指定を受けようとする法人の審査に当たっては、介護保

険法施行令（平成 10 年政令第 412 号。以下「政令」という。）第 37 条の

３第３号及び省令第 140 条の 50 第２項の規定を踏まえ、法人の役員、法

人の種類に応じた構成員又は職員の構成が、調査事務の公正な実施に支障

を及ぼすおそれがないものであることを確認する必要がある。 

具体的には、当該法人の構成員として、当該法人が調査を行おうとする
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介護サービス（以下「調査対象サービス」という。）を現に提供する事業者

の役員等が多くを占めるために、調査事務の実施に当たり、特定の公表対

象事業者の意思が影響を及ぼすことがないかといった観点から、次のよう

な事項の確認、必要な措置を講ずべき旨の指導等を行うことが適当である。 

 

 

 

ア 指定を受ける法人の役員構成等の確認 
指定調査機関の指定を受ける法人の役員、法人の種類に応じた構成員

又は職員の構成について、調査対象サービスを現に提供する事業者の役

員、役員であった者及び職員並びに当該役員又は職員の配偶者及び３親

等以内の親族（以下「調査事務の利害関係者」という。）が、当該法人の

役員、法人の種類に応じた構成員又は職員の総数の２分の１を超えて含

まれていないこと。 

 

イ 代替的措置を講ずべき旨の指導 
アにより難い場合は、調査事務の利害関係者以外で、調査事務に関す

る知識を有し、公正・中立性を確保できる者で構成され、調査事務の内

容を実質的に決定することができる委員会等を組織することが必要で

あること。当該委員会等は、調査事務の実施に当たっての監事としての

役割を担うものであることから、法人の組織内において、独立性・自己

完結性の高い組織とすることが必要であること。 

 

ウ その他の留意点 
アの要件は確保されているものの、当該法人の会員等として、調査対

象サービスを現に提供する事業者及び調査事務の利害関係者が２分の

１以上参加している場合は、イの委員会等を組織して、調査事務の公正・

中立性を確保することが望ましいこと。 

 

２ 調査員 
（１）調査員の確保 

調査事務は法の規定により調査員が行うこととされており、都道府県等

は、介護サービスの種類ごとの公表対象事業所数、都道府県等自らの調査

実施体制、省令第 140 条の 47 の２に規定する都道府県知事等が定めた調

査の実施に関する指針（以下「調査指針」という。）等を踏まえ、必要な調

査員数を適切に見込み、都道府県知事等が自ら行うか指定調査機関に委託
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するかに関わらず、担当職員の受講勧奨、指定調査機関との密な連携等に

より、必要数の調査員を計画的に養成し確保する必要がある。 

調査員は、政令第 37 条の７第１項に規定されるとおり、都道府県知事

等又はその指定する者が省令第140条の55の規定に基づいて行う研修（以

下「調査員養成研修」という。）の課程を修了し、都道府県知事等が作成す

る調査員名簿に登録される必要がある。当該名簿には、調査員養成研修修

了者の氏名、住所及び調査員養成研修の受講の開始年月日及び修了年月日

を記載するものとする。また、当該登録は、１つの介護サービスの種類に

係る研修の課程を修了することをもって行うものとし、他の介護サービス

の種類ごとの研修の課程を修了するごとに、当該登録内容の追加変更を行

うものとする。 

 

（２）調査員養成研修課程に関する取扱い 
介護サービスの種類ごとに行う調査員養成研修において、調査員養成研

修を修了した介護サービスが属する次の区分の他の介護サービスについ

ては、調査員養成研修のすべての課程を修了したものとみなすことができ

る。 

さらに、①、⑤、⑦及び⑪の各区分において、それぞれ当該各区分内に

掲げるいずれかの介護サービスに係る講義を修了した者については、⑨及

び⑩の、①及び③の各区分において、それぞれ当該各区分内に掲げるいず

れかの介護サービスに係る講義を修了した者については、定期巡回・随時

対応型訪問介護看護の、③及び⑨の各区分において、それぞれ当該各区分

内に掲げるいずれかの介護サービスに係る講義を修了した者については、

複合型サービスの介護サービスに係る講義を修了したとみなすことがで

きることに留意する。 

なお、当該調査員について調査員名簿への登録を行う場合は、当該調査

員に対し、調査を行う上で必要な介護サービスの内容等に関する説明会な

どを実施することが望ましい。 

また、法第 115 条の 35 第３項の規定に基づいて都道府県知事等が自ら

行う調査を、調査員により実施させる場合の調査員の身分は、都道府県等

の職員であり、法第 115 条の 37 第１項の規定に基づいて指定調査機関が

行う調査の場合の調査員の身分は、指定調査機関の職員となり、個人が調

査事務を行うことは想定していない。 

 
＜区分＞ 

① 訪問介護＋夜間対応型訪問介護 
② 訪問入浴介護＋介護予防訪問入浴介護 
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③ 訪問看護＋介護予防訪問看護 
④ 訪問リハビリテーション＋介護予防訪問リハビリテーション 
⑤ 通所介護＋地域密着型通所介護＋認知症対応型通所介護＋介護予防認知症
対応型通所介護＋療養通所介護 

⑥ 通所リハビリテーション＋介護予防通所リハビリテーション 
⑦ 特定施設入居者生活介護＋地域密着型特定施設入居者生活介護＋介護予防
特定施設入居者生活介護 

⑧ 福祉用具貸与＋特定福祉用具販売＋介護予防福祉用具貸与＋特定介護予防
福祉用具販売 

⑨ 小規模多機能型居宅介護＋介護予防小規模多機能型居宅介護 
⑩ 認知症対応型共同生活介護＋介護予防認知症対応型共同生活介護 
⑪ 介護老人福祉施設＋短期入所生活介護＋介護予防短期入所生活介護＋地域
密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 

⑫ 介護老人保健施設＋介護医療院＋短期入所療養介護（介護老人保健施設）＋
短期入所療養介護（介護医療院）＋介護予防短期入所療養介護（介護老人保健
施設）＋介護予防短期入所療養介護（介護医療院） 

⑬短期入所療養介護（療養病床を有する病院等）＋介護予防短期入所療養介護
（療養病床を有する病院等） 

 

（３）指定調査員養成研修機関 
都道府県知事等は、調査員養成研修を自ら実施するほか、当該研修の効

率的かつ円滑な実施に資するため、その指定する者（以下「指定調査員養

成研修機関」という。）に行わせることができるものである。 

指定調査員養成研修機関の指定に当たっては、政令第 37 条の７第４項

の規定に基づくとともに、省令第 140 条の 55 に規定される調査員養成研

修の目的、内容、介護サービスの種類ごとに厚生労働大臣が定める基準（平

成 18 年３月 31 日厚生労働省告示第 267 号）を満たす課程等の遵守、適切

な講師の確保状況等を確認し、適切な法人を指定する必要がある。 

 

３ 指定情報公表センター 
（１）基本的考え方 

都道府県知事等が行う指定情報公表センターの指定については、情報公

表事務（法第 115 条の 42 第１項に規定する情報公表事務をいう。以下同

じ。）が、各都道府県等において一元的に行われる必要があることを踏ま

えると、各都道府県等に１か所を指定することが適当と考えられる。 

また、指定情報公表センターが行う情報公表事務は、都道府県知事等の

自治事務について、都道府県知事等の指定を受けて行うものであること等

を踏まえ、当該事務の実施に当たっては、公正かつ適確な情報公表事務の

実施等に留意するとともに、特に、特定の事業者に偏ることのない中立・

公正な情報公表事務が実施される必要がある。 
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（２）指定を受ける法人の中立性・公平性の確保 
指定情報公表センターの指定を受けようとする法人の審査に当たって

は、政令第 37 条の 11 の規定に基づき準用する政令第 37 条の３第３号及

び省令第 140 条の 50 第２項の規定を踏まえ、法人の役員、法人の種類に

応じた構成員又は職員の構成が、情報公表事務の公正な実施に支障を及ぼ

すおそれがないものであることを確認する必要がある。 

具体的には、当該法人の構成員として、介護サービスを現に提供する事

業者の役員等が多くを占めるために、情報公表事務の実施に当たり、特定

の公表対象事業者の意思が影響を及ぼすことがないかといった観点から、

次のような事項の確認、必要な措置を講ずべき旨の指導等を行うことが適

当である。 

 

ア 指定を受ける法人の役員構成等の確認 
指定情報公表センターの指定を受ける法人の役員、法人の種類に応じ

た構成員又は職員の構成について、介護サービスを現に提供する事業者

の役員、役員であった者及び職員並びに当該役員又は職員の配偶者及び

３親等以内の親族（以下「情報公表事務の利害関係者」という。）が、当

該法人の役員、法人の種類に応じた構成員又は職員の総数の２分の１を

超えて含まれていないこと。 

 

イ 代替的措置を講ずべき旨の指導 
アにより難い場合は、情報公表事務の利害関係者以外で、情報公表事

務に関する知識を有し、公正・中立性を確保できる者で構成され、情報

公表事務の内容を実質的に決定することができる委員会等を組織する

ことが必要であること。当該委員会等は、情報公表事務の実施に当たっ

ての監事としての役割を担うものであることから、法人の組織内におい

て、独立性・自己完結性の高い組織とすることが必要であること。 

 

ウ その他の留意点 
アの要件は確保されているものの、当該法人の会員等として、介護サ

ービスを現に提供する事業者及び情報公表事務の利害関係者が２分の

１以上参加している場合は、イの委員会等を組織して、情報公表事務の

公正・中立性を確保することが望ましいこと。 
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Ⅲ 介護サービス情報の公表制度の実施方法等 
１ 情報の公表を行う介護サービスの種類 

情報の公表を行う介護サービスは、省令第 140 条の 43 第１項に規定される

サービスである。また、省令第 140 条の 43 第２項に規定されるとおり、一部

のサービスについては、法第 115 条の 35 第１項の厚生労働省令で定めるサー

ビスとしない。 

また、二つ以上のサービスを一体的に運営している場合には、同一事業者に

よる運営であることに鑑み、サービスの内容等の多くが共通しているサービス

の報告については、一体的に報告することができるものとする。この場合のサ

ービス内容等の多くが共通しているサービスの区分については、次に例を示す

が、各都道府県等の実情に応じ適宜定められたい。 

さらに、一体的サービス区分を定めた場合には、例えば、情報の公表の対象

となっている各指定居宅サービス、指定居宅介護支援、介護福祉施設サービス、

介護保健施設サービス又は介護療養施設サービスや、小規模多機能型居宅介護

又は認知症対応型共同生活介護を「主たるサービス」として定めるなど、事務

の効率化を図ることができるものとする。 

 

＜一体的な報告・調査を行うサービス区分例（報告様式）＞ 

① 訪問介護＋夜間対応型訪問介護 
② 訪問入浴介護（予防を含む） 
③ 訪問看護（予防を含む）＋指定療養通所介護 
④ 訪問リハビリテーション（予防を含む） 
⑤ 通所介護＋地域密着型通所介護＋認知症対応型通所介護（予防を含む）＋指
定療養通所介護 

⑥ 通所リハビリテーション（予防を含む）＋指定療養通所介護 
⑦ 特定施設入居者生活介護（有料老人ホーム）（予防を含む）＋特定施設入居
者生活介護（有料老人ホーム（外部サービス利用型））（予防を含む）＋地域密
着型特定施設入居者生活介護（有料老人ホーム） 

⑧ 特定施設入居者生活介護（軽費老人ホーム）（予防を含む）＋特定施設入居
者生活介護（軽費老人ホーム（外部サービス利用型））（予防を含む）＋地域密
着型特定施設入居者生活介護（軽費老人ホーム） 

⑨ 特定施設入居者生活介護（有料老人ホーム（サービス付き高齢者向け住宅））
（予防を含む）＋特定施設入居者生活介護（有料老人ホーム（サービス付き高
齢者向け住宅（外部サービス利用型）））（予防を含む）＋地域密着型特定施設
入居者生活介護（有料老人ホーム（サービス付き高齢者向け住宅）） 

⑩ 福祉用具貸与（予防を含む）＋特定福祉用具販売（予防を含む） 
⑪ 小規模多機能型居宅介護（予防を含む） 
⑫ 認知症対応型共同生活介護（予防を含む） 
⑬ 居宅介護支援 
⑭ 介護老人福祉施設＋短期入所生活介護（予防を含む）＋地域密着型介護老人
福祉施設入所者生活介護 

⑮ 介護老人保健施設＋短期入所療養介護（介護老人保健施設）（予防を含む） 
⑯ 介護医療院＋短期入所療養介護（介護医療院）（予防を含む） 
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２ 介護サービス情報の具体的内容 
（１）報告が必須の情報 

法第 115 条の 35 第１項の規定に基づいて、省令第 140 条の 45 に規定す

る別表第一及び別表第二に掲げる項目に関する具体的内容は、それぞれ、

別添１基本情報調査票及び別添２運営情報調査票のとおりとし、別添１基

本情報調査票及び別添２運営情報調査票の記載要領は、別添３のとおりと

する。 

 

（２）報告が任意の情報 
法第 115 条の 44 に規定する介護サービスの質及び介護サービスに従事

する従業者に関する情報（以下「任意報告情報」という。）については、省

令第 140 条の 62 の２に基づき都道府県知事等が定めるものであることか

ら、事業者から報告させることにより、利用者が適切かつ円滑に介護サー

ビスを利用する機会の確保に資すると判断した情報がある場合に、その情

報及び具体的内容について、都道府県等の実情に応じて適宜定めるものと

する。 

なお、介護サービスの質に関する情報については、事業者の提供してい

るサービスの質を、客観的に判断することが容易な内容であることが適当

であることから、要介護の改善状況、褥瘡の発生状況、転倒発生の状況な

どが情報の内容として考えられる。 

介護サービスに従事する従業者に関する情報については、従業者の労働

環境が、介護サービスの提供体制を判断する上で有効であると考えられる

ことから、離職率、勤務時間（シフト体制等）、賃金体系、一人あたり賃金

や有給休暇の取得状況などが情報の内容として考えられる。 

 

３ 報告に関する計画、調査事務に関する計画及び情報公表事務に
関する計画の策定 

 

都道府県知事等は、毎年、政令第 37 条の２の３第１項の規定に基づく介護

サービス情報の報告に関する計画（以下、「報告計画」という。）を定めなけ

ればならない。また、指定調査機関を指定して調査事務を行わせる場合には、

毎年、政令第 37 条の５第１項に規定する調査事務に関する計画（以下、「調

査計画」という。）を定めなければならない。さらに、指定情報公表センター

を指定して情報公表事務を行わせる場合には、毎年、政令第 37 条の 11 第１

項において準用する第 37 条の５第１項に規定する情報公表事務に関する計

画（以下、「情報公表計画」という。）を定めなければならない。 
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都道府県等におかれては、全ての事業所が確実に当該年度の報告様式で報

告し、直近の情報で公表が行われるよう取り組むようお願いする。 

当該報告計画、調査計画及び情報公表計画の策定に当たっては、次による

ものとする。 

 

（１）各計画策定の目的 
本制度においては、都道府県知事等、指定調査機関又は指定情報公表セ

ンターにおいて、各都道府県等における全ての公表対象事業者が報告する

介護サービス情報の受理、情報の公表等の事務を、毎年実施するものであ

り、調査については、調査指針により実施するものである。このため、当

該事務を効率的かつ円滑に行う観点から、報告計画、調査計画及び情報公

表計画を定めることとされたものである。 

 

（２）各計画の策定者 
各計画の策定者は、都道府県知事等である。なお、各計画の原案の策定

を指定情報公表センターに行わせることは差し支えない。 

 

（３）各計画の策定方法 
報告計画、調査計画及び情報公表計画は、一体の計画（以下、「計画」と

いう。）として策定して差し支えない。 

 

（４）計画の内容 
計画の内容は、省令第 140 条の 48、第 140 条の 52 及び第 140 条の 60 の

規定を踏まえ、次のとおりとする。 

 

ア 計画の基準日 
計画の基準日は、速やかな制度の施行を行う観点から、できる限り早

期の日を定めることが望ましい。 

 

イ 計画の期間 
計画の期間は、当該計画が毎年定めるものであることを踏まえ、１年

間とすることが望ましい。 

 

ウ 報告の対象となる事業者 
法第 115 条の 35 第１項に規定されるとおり、新たに介護サービスの

提供を開始しようとする事業者については、介護サービスの提供を開始
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しようとするときに報告の対象となるとともに、同法同条同項並びに省

令第 140 条の 44 第１号に規定されるとおり、計画の基準日前の１年間

において、介護報酬の支払いを受けた金額が 100 万円を超える事業者が

報告の対象となるものである。 

なお、当該介護報酬支払額の把握に当たっては、介護サービス事業者

ごとに、次のような情報を把握して実施することが適当と考えられるの

で、各都道府県国民健康保険団体連合会と連携するなどにより、適切に

実施されたい。 

ただし、特定福祉用具販売及び特定介護予防福祉用具販売については、

基本的に各都道府県国民健康保険団体連合会において支払い実績額を

把握していないことから、その把握については、都道府県等の実情等に

応じて適切に実施されたい。 

 
① 介護サービスの種類 
② 介護保険事業所を運営する法人等の名称 
③ 介護保険事業所番号 
④ 介護サービス事業所の名称 
⑤ 介護サービス事業所の所在地 
⑥ 介護サービス事業所の電話番号、FAX 番号 
⑦ 介護報酬支払額 

 

エ 報告の提出期限 
事業者ごとに、調査指針等を勘案し、都道府県知事等又は指定情報公

表センター（以下「指定情報公表センター等」という。）に対する報告の

提出期限を定める。当該提出期限は、計画の基準日以降計画の期間内に

おいて、各都道府県等の実情に応じて適宜定めるものとする。 

また、新たに介護サービスの提供を開始しようとする事業者について

は、介護サービスの提供を開始しようとするときに報告するものである

が、その提出期限については、情報公表事務を円滑に行う観点から、介

護サービスの提供を開始する日の２週間前までとする旨を定めること

が適当である。 

なお、全ての報告対象事業所が期間内に当該年度の報告様式により確

実に報告を行うよう、留意する必要がある。 

 

オ 介護サービス情報の報告の受理に関する事項 
事業者ごとの報告の受理の開始時期を定めるものとする。当該開始時

期は、報告の提出期限の２週間前とすることが適当である。 
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カ 調査の対象事業者及び時期 
調査の対象とする事業者及び調査の時期について、調査指針に基づき、

計画の基準日以降計画の期間内において、各都道府県等の実情に応じて

適宜定めるものとする。 

なお、Ⅲの１において一体的サービス区分を定めた場合には、主たる

サービスの調査をもって他のサービスの調査を行ったものとみなすな

ど、一体的に調査することができるものとする。 

また、調査の希望の有無を前もって調査するなど、自ら調査を希望す

る事業所が調査を受けることができるよう配慮するものとする。 

 

キ 調査を行う指定調査機関の名称 
事業者に対する調査を行う指定調査機関の名称を記載する。 

 

ク 公表の時期 
情報の公表の実施時期について、計画の基準日以降計画の期間内にお

いて、各都道府県等の実情に応じて適宜定めるものとする。 

 

ケ 指定調査機関の指定の審査に関する事項 
公表対象事業者数、調査指針等を勘案し、指定調査機関の指定数等を

定めることが望ましい。 

 

コ その他都道府県知事等が必要と認める事項 
前記アからケ以外の事項についても、都道府県等において、個別に必

要と認める事項については、適宜、各都道府県等の判断により計画に定

めることが適当である。 

 

（５）その他計画に定めることが適当な事項 
以下については、必要に応じて、計画に定めることが適当である。 

ア 介護サービス情報の更新の取扱い 
省令別表第一に係る情報の内容に変更があった場合には、事業者の報

告に基づき、速やかに公表すること。 

 

イ 是正命令をうけた事業者に係る介護サービス情報の取扱い 
都道府県知事等から、法第 115 条の 35 第４項の規定に基づく報告、

報告の内容の是正又は調査を命じられた事業者に係る介護サービス情

報については、都道府県知事等の指示により、調査又は公表を行うこと。 
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（６）計画の通知 
都道府県知事等は、指定調査機関等を指定している場合であって、計画

を定めたときは、指定調査機関等に対して、計画を通知しなければならな

い。 

 

（７）計画の公表 
都道府県知事等は、計画を定めたときは、利用者及び事業者に対して、

計画の内容を周知するため、これを公表しなければならないものである。 

 

４ 事業者による報告 
（１）報告する情報の作成時期 

事業者が報告する介護サービス情報は、当該情報の項目ごとに特に時期

を定めるもののほか、事業者ごとの報告の提出期限前のできるだけ直近の

情報について作成するものとする。 

 

（２）報告の時期 
事業者が介護サービス情報を報告する時期は、計画に定められた事業者

については計画に定められた報告の提出期限までに行われるものである。 

介護サービスの提供を開始しようとする事業者については、介護サービス

の提供を開始しようとする日までの都道府県等において計画に定める提

出期限までに行われるものである。 

 

（３）報告の内容 
計画の基準日前の１年間において、介護報酬の支払いを受けた金額が

100 万円を超える事業者については、省令第 140 条の 45 の規定及び本通

知に基づき、別添１基本情報調査票、別添２運営情報調査票及び事業所等

の財務状況が分かる書類（財務諸表又は計算書類等）を報告しなければな

らない。 

① 基本情報及び運営情報の報告 

これら基本情報及び運営情報は、原則として、それぞれの介護サービス

毎に報告するものであるが、Ⅲの１において一体的サービス区分を定めた

場合は、各区分内において一体的に運営されているサービスの運営情報に

ついては、同一の事業者による取組であり、基本的に全てのサービスにつ

いて共通しているという考え方を前提として、原則主たるサービスについ

て報告を行い、その他のサービスについては、主たるサービスの報告をも
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って報告を行ったものとみなすことができる。 

また、新たに介護サービスの提供を開始しようとする事業者については、

別添１基本情報調査票を報告しなければならない。 

 

   ② 事業所等の財務状況が分かる書類の報告 

    事業所等の財務状況が分かる書類（財務諸表又は計算書類等）は、直近  

   の事業年度を終えた時点で作成したものとする。原則として財務諸表（事

業活動計算書（損益計算書）、貸借対照表（バランスシート）及び資金収

支計算書（キャッシュフロー計算書））を報告するものとするが、会計基

準上求められていない等の事情がある場合、資産、負債及び収支の内容が

わかる簡易な計算書類でも差し支えないものとする。 

    また、報告は介護サービス事業所・施設単位で行うこととするが、事業

所・施設単位で会計処理を行っていない場合等、やむを得ない場合につい

ては、法人単位で公表することとして差し支えないものとする。 

 

   ③ 一人当たり賃金の報告（任意） 

    一人当たり賃金は、任意での報告を可能とするものであるが、事業所や

施設の特性に応じ、設置主体や速習、勤続年数等がわかるような形での公

表を可能とするものとする。 

 

５ 報告の受理 
指定情報公表センター等は、事業者が報告する介護サービス情報について、

報告内容に記入漏れ等の不備がないこと等を確認して受理するとともに、当

該受理日等について、計画において適切に管理するものとする。なお、法第

115 条の 35 第４項の規定に鑑み、全ての公表対象事業所が（２）の期限まで

に報告を行うよう留意するとともに、未報告の事業所がある場合は個別に連

絡を行う等、確実な報告を促すものとする。 

 

６ 調査事務の実施 
（１）調査事務の目的 

調査事務は、契約の一方の当事者である利用者が正しい情報のもとで事

業所選択を行うことができるよう、利用者保護等の観点から、都道府県知

事等又は指定調査機関が、法第 115 条の 35 第３項及び調査指針に基づき

当該情報の根拠となる事実を確認するために行うものである。 
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（２）介護サービス情報の通知 
指定情報公表センター等は、受理した基本情報及び運営情報について、

速やかに、都道府県知事等に確認した上で、調査指針及び調査計画に基づ

き、調査の対象となる事業者の基本情報及び運営情報について、調査事務

を行う都道府県知事等又は指定調査機関に対して通知するものとする。 

 

（３）調査事務の実施時期 
指定調査機関が行う調査事務は、政令第37条の５に規定されるとおり、

調査計画に従い、調査事務を行わなければならないものである。 

指定調査機関は、適確に調査事務を行う必要があることから、都道府県

知事等の指示に基づき、具体的な調査日程、対応者等を定めるものとする。 

なお、都道府県が指定調査機関に調査事務を委託していない場合におい

ても、調査計画に基づき適切に調査事務を行うよう留意する。 

 

（４）調査事務の方法 
ア 基本的事項 
（ア）調査の実施者 

指定調査機関が行う調査は、調査員１名以上で行うものとする。な

お、都道府県知事等が行う調査は、Ⅱの２（１）の趣旨を鑑み、調査

員又は調査員と同等の知識がある職員により行うものとする。 

 

（イ）調査の内容 

指定調査機関が行う調査は、基本情報及び運営情報について、都道

府県知事等の指示に基づき行うものとする。 

 

（ウ）調査の方法 

調査は、事業者を訪問し、当該調査に関して事業者を代表する者と

の面接調査の方法によって行うことを基本とする。 

なお、省令第 140 条 51 の規定に基づき、都道府県知事等が、面接調

査以外の方法により適正な調査が実施できると判断した場合には、オ

ンライン会議システムを活用する等、都道府県知事等が指示する方法

によって行うことができるものとする。 

また、Ⅲの１により都道府県知事等が一体的調査の区分を定めてい

る場合は、その区分内において、一体的に運営されているサービスに

ついて、都道府県知事等の指示により、一体的に調査を実施するもの

とする。 
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イ 具体的事項 
（ア）調査の方法 

ａ 調査の時点及び期間 

調査の時点は、報告日現在とする。また、過去の実績等の調査対

象期間は、報告された情報の作成日の前１年間とするものとする。 

 

ｂ 基本情報の調査方法に係る共通的事項 

調査は、指定申請書類等、当該情報の内容が確認できる記録等の

書類や事業所内外の目視等により確認するものとする。自治体の事

業所台帳システム等、自治体が管理する事業所指定情報と報告内容

と照らし合わせて確認する等、事業所の負担軽減に留意する。 

 

ｃ 運営情報の確認のための材料の調査方法に係る共通的事項 

 

① 調査は、運営情報の確認のための材料のうち、事業者が、当該

材料がある旨報告した事項について行うものとする。 

 

② 確認のための材料の調査は、事業所が提示する当該材料の事実

の有無を確認するものとする。この場合、調査員は、当該材料の

内容に関する良し悪しの評価、改善指導等を行わないものとする。 

 

③ 確認のための材料欄の記述において、「Ａ、Ｂ又はＣ」とある場

合は、Ａ、Ｂ、Ｃのうちいずれか１つが確認できればよいものと

し、「Ａ、Ｂ及びＣ」とある場合は、Ａ、Ｂ、Ｃの全てが確認でき

なければならないものとする。 

 

④ 確認のための材料のうち、利用者ごとの記録等の事実確認に当

たっては、当該記録等の原本を１件確認することで足りるものと

する。 

 

⑤ 確認のための材料については、紙、電子媒体等の形式は問わな

いものとする。 

 

⑥ 確認のための材料に記載している「利用者又はその家族」には、

その代理人を含むものとして差し支えないものである。 
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⑦ 運営情報に予め記載している確認のための材料の名称は、一般

的に考えられるマニュアル、実施記録等の名称を例示するもので

あり、各事業者における具体的な確認のための材料の名称は異な

って差し支えないものである。 

 

⑧ 事業計画等当該公表に係る介護サービス事業所又は施設を運営

する法人全体の方針等に関わる確認のための材料については、介

護サービス事業所又は施設の単独の資料がなくとも、当該事業所

又は施設に係る事業計画等であることが確認できれば差し支えな

いものである。 

 

⑨ 会議、研修会等の実施記録の確認に当たっては、少なくとも、

当該会議等の題目、開催日、出席者及び実施内容の概要を確認す

るものとする。 

 

⑩ 各種研修については、事業者が自ら実施するもの又は外部の研

修へ参加させるものの別を問わないものである。 

 

（イ）調査の終了 

調査の終了時においては、調査結果について、事実誤認がないこと

及び調査結果がそのまま公表されるものであることについて事業者の

同意を得るものとする。 

当該同意をもって、調査が終了するものとする。 

 

（５）調査事務に関する留意点 
本制度における調査は、事業者が自らの責任で公表しようとする情報に

ついて、都道府県知事等が必要と認める場合に当該情報の事実確認を行う

ための仕組みであり、事業者の取組の良し悪しを評価する仕組みではない。 

事業者における日常的な取組の中では、個別の事情に応じた取組が行わ

れているものであり、すなわち、「介護サービス情報の公表」制度において

実施された事実確認をもって評価をするものではない。 

なお、運営情報については、事業者が提示する確認のための材料を１件

確認するものであり、当該事業者は、当該１件の確認のための材料をもっ

て、当該１件以外の日常的な取組を説明するという仕組みであることに留

意する。 
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（６）調査結果の報告 
調査員は、調査終了後、都道府県知事等が行う調査の場合は都道府県知

事等に対して、指定調査機関が行う調査の場合は、指定調査機関に対して、

速やかに調査結果を提出するものとする。また、調査員は調査結果を個々

に保有しないものとする。 

調査を行った都道府県知事等又は指定調査機関は、情報の公表を行う指定

情報公表センター等に対して、当該調査結果の報告を行う。 

 

７ 情報の公表 
（１）手続き 

指定情報公表センター等は、計画に基づき、事業者ごとの基本情報及び

運営情報を公表する。また、調査を実施した場合には、当該調査結果につ

いて公表する。 

 

（２）公表の方法等 
指定情報公表センター等が行う情報の公表方法は、次によるものとする。 

ア インターネット（介護サービス情報公表システム）による公表 
指定情報公表センター等は、都道府県等内の公表対象事業者の介護サ

ービス情報を公平に公表するとともに、極めて多くの事業者の情報の中

から、利用者が必要な情報を抽出し、適切に比較検討することを支援す

るため、インターネットによる公表を行うものとする。 

また、指定情報公表センター等は、インターネットによる公表情報が

適切に要介護高齢者等である利用者に伝わるよう、利用者の家族、地域、

市町村（保険者）、地域包括支援センター、居宅介護支援事業者等に対す

る本制度の活用についての普及啓発に努めるものとする。 

 

イ その他の公表方法 
指定情報公表センター等は、利用者等からの要請に応じて、紙媒体に

よる情報提供、閲覧等についても行うものとする。 

 

ウ 事業者による公表 
     事業者は、指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する

基準（平成 11 年厚生省令第 37 号）第 32 条第３項及び第 204 条第３項、

指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予

防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基
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準（平成 18 年厚生労働省令第 35 号）第 53 条の４第３項及び 274 条第

３項、指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基

準（平成 18 年厚生労働省令第 34 号）第３条の 32 第３項、指定地域密

着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着

型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関

する基準（平成 18 年厚生労働省令第 36 号）第 32 条第３項、指定居宅

介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準（平成 11 年厚生省令第

38 号）第 22 条第３項、指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並び

に指定介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に

関する基準（平成 18 年厚生労働省令第 37 号）第 21 条第３項、指定介

護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準(平成 11 年厚生省令

第 39 号) 第 29 条第３項、介護老人保健施設の人員、施設及び設備並び

に運営に関する基準（平成 11 年厚生省令第 40 号）第 31 条第３項並び

に介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準（平成 30 年

厚生労働省令第５号）第 35 条第３項において、事業所の運営規程の概

要、担当職員の勤務の体制、秘密の保持、事故発生時の対応、苦情処理

の体制等その他の利用者のサービスの選択に資すると認められる重要

事項について、原則としてウェブサイトに掲載しなければならないとさ

れているところ、本システムにおいて当該重要事項の公表を行ったこと

をもって、当該掲載を行ったとみなして差し支えないものとする。加え

て、事業者は、公表する介護サービス情報について、介護サービス事業

所又は施設の見やすい場所に掲示するなど、利用者等への情報提供に努

めるものとする。 
また、利用者等が希望する場合は、事業者は、当該重要事項を記した

文書に、公表する介護サービス情報を添付することが望ましい。 

 

８ 任意報告情報の公表等 
（１）都道府県知事等が定めた事項 

都道府県知事等が定めた任意報告情報について、事業者から提供を受け

た場合は、法第 115 条の 44 の規定に基づき公表を行うよう配慮するもの

であることから、事業者からの提供を推進する観点からも、積極的に公表

することが望ましい。 

なお、任意報告情報についても、調査指針に基づく調査の対象とするこ

とが望ましい。 
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（２）「事業所の特色」の公表 
介護サービス情報公表システムにおいては、事業所の写真、動画、受入

可能人数、サービスの質の向上に向けた取組等、事業所の責任で情報を公

表することが可能であるので、各都道府県等におかれても活用されたい。 

 

９ 苦情等の対応 
（１）苦情等対応窓口の公表 

都道府県知事等、指定調査機関等は、あらかじめ、利用者、事業者等か

らの苦情等に対応する窓口、担当者等を定め、公表するものとする。 

 

（２）苦情等の対応の方法 
ア 公表情報に関する利用者からの苦情等への対応 
（ア）総合的な窓口 

指定情報公表センター等は、事業者から報告された介護サービス情

報を公表することから、指定情報公表センター等に、当該公表情報に

関する利用者からの苦情等の対応の総合的な窓口を設ける必要がある。 

 

（イ）基本的な対応 

公表されている情報（以下「公表情報」という。）に関する利用者か

らの苦情等については、指定情報公表センター等が自ら又は指定調査

機関を通じて事業者に対する照会等を行い、適切な説明が得られた場

合は、事業者又は指定情報公表センター等から利用者に対する説明を

行うことが適当である。また、この場合、公表情報の訂正が必要な場

合は、事業者から公表情報の訂正の報告を受けて、速やかに訂正する

ものとする。 

適切な説明が得られなかった場合は、指定情報公表センターは都道

府県知事等に報告し、都道府県知事等が、法第 115 条の 35 第４項の規

定に基づく報告の内容の是正命令等の対応について検討することが適

当である。 

 

（ウ）苦情等に関する対応経過の記録等 

都道府県知事等、指定調査機関等は、それぞれ、苦情等に関する対

応の経過を記録するものとする。 

また、都道府県知事等、指定調査機関等は、苦情等に関する対応経

過の記録について、個人を特定できる情報を消除した上で、相互に必

要な情報を共有することが適当である。 
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イ 調査結果について事業者の同意が得られない場合 
（ア）基本的な対応 

調査員は、調査結果について事業者の同意が得られない場合は、都

道府県等又は指定調査機関に持ち帰り、協議するものとする。 

都道府県知事等又は指定調査機関は、事業者に対する照会等を行い、

事業者の同意を得た上で、確定するものとする。また、照会等に当た

っては、必要に応じて、事業者の同意を得た上で、確認のための材料

の写等必要な書類の貸し出し等を受け、判断するものとする。 

 

（イ）指定調査機関において判断できない場合 

指定調査機関において判断できない場合は、指定調査機関から都道

府県知事等又は指定情報公表センターに協議し、再度、同様の対応を

行うことも可能である。 

 

（ウ）同意を得ることが困難な場合 

（ア）及び（イ）の対応において同意を得ることが困難な場合は、

指定調査機関等は都道府県知事等に対して経過等必要な情報を報告し、

都道府県知事等が、法第 115 条の 35 第４項の規定に基づく報告の内

容の是正命令等の対応について検討することが適当である。 

 

（エ）対応経過の記録等 

都道府県知事等、指定調査機関等は、それぞれ、当該対応の経過を

記録するものとする。 

また、都道府県知事等、指定調査機関等は、当該対応経過の記録に

ついて、個人を特定できる情報を消除した上で、相互に必要な情報を

共有することが適当である。 

 

ウ 事業者からの苦情等への対応 
（ア）基本的な対応 

事業者からの苦情等については、都道府県知事等、指定情報公表セ

ンター又は指定調査機関が、適宜適切な対応を行うものとする。 

 

（イ）苦情等に関する対応経過の記録等 

都道府県知事等、指定調査機関等は、それぞれ、苦情等に関する対

応の経過を記録するものとする。 
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また、都道府県知事等、指定調査機関等は、苦情等に関する対応経

過の記録について、個人を特定できる情報を消除した上で、相互に必

要な情報を共有することが適当である。 

 

10 運営情報における短期入所療養介護（介護老人保健施設）等の
協力病院及び協力医療機関との連携の項目の取扱いについて、 

省令別表第二第一の項第五号ト（１）及びチ（１）において、短期入所療

養介護（介護老人保健施設）、短期入所療養介護（介護医療院）、介護予防短

期入所療養介護（介護老人保健施設）及び介護予防短期入所療養介護（介護

医療院）における協力病院及び協力歯科医療機関との連携の状況の根拠法令

として介護老人保健施設基準第 30 条第１項又は介護医療院基準第 34 条第１

項を引用しているのは、介護老人保健施設又は介護医療院と一体的に運営し

ている短期入所療養介護及び介護予防短期入所療養介護においては、介護老

人保健施設又は介護医療院と同様に協力病院及び協力医療機関との連携があ

るものと考えたものであり、短期入所療養介護（介護老人保健施設）、短期入

所療養介護（介護医療院）、介護予防短期入所療養介護（介護老人保健施設）

及び介護予防短期入所療養介護（介護医療院）について、新たに協力病院及

び協力医療機関との連携を図る旨の基準を規定するものではないことに留意

されたい。 

 

Ⅳ 処分・行政指導に関する情報公表 
処分については、法第 76 条の２第４項及び第 78 条において公示すること

とされており、また、行政指導のうち勧告については、法第 76 条の２第２項

において当該勧告に従わなかった場合に公表することができるとされている。 

これらの情報については、利用者等による介護サービス事業所の選択に資す

るため、広く情報発信していくことが必要であるところ、効率的・効果的に公

表を行う観点から、介護サービス情報公表システムを活用できるよう、システ

ム上でこれらの情報を公表するための機能を実装しているところである。 

具体的には、「処分」及び「行政指導（勧告を含む）」に関して公表項目を設

けており、その公表の可否や公表項目の設定方法・内容については、各都道府

県等の判断によるものとなるが、以下の点について留意されたい。 

 

①「処分」について 

・法に基づく公示を行う際は、各都道府県等における従来の方法による公

示に加え、情報公表システムを積極的に活用いただきたい。 
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②「行政指導」たる勧告に従わなかった場合について 

・法に基づく公表を行う際は、各都道府県等における従来の方法による公

表に加え、情報公表システムを積極的に活用いただきたい。 

 

③その他の「行政指導」（勧告に従った場合を含む）について 

・既に当該情報を公表している自治体もあることなどを踏まえ、公表する

場合には当該システムも活用いただきたい。 

 

Ⅴ 地域包括支援センター、有料老人ホーム及び生活支援
等に関する情報公表 
地域包括ケアシステムを構築する観点から、高齢者が住み慣れた地域生活を

継続するために有益である地域包括支援センター、有料老人ホーム及び配食や

見守り等の生活支援等サービスに関する情報については、これらの情報を広く

高齢者及びその家族等が知ることができるよう、介護サービス情報と同様に、

既に全国に定着している「介護サービス情報の公表」制度を活用し、介護サー

ビス情報と一体的に集約した上で、広く情報発信していくことが必要である。

これらの情報について、効率的・効果的に情報の公表を行う観点から、介護サ

ービス情報公表システムを活用できるよう、システム上でこれらの情報を公表

するための機能を実装しているところである。 

都道府県におかれては、管内市区町村の ID 管理を適切・確実に行うととも

に、都道府県・市区町村の地域包括支援センター、生活支援等、有料老人ホー

ムの担当部局と情報を共有しつつ、市区町村がこれらの情報を積極的に公表す

るよう促していただきたい。情報の公表の主体でもある指定都市におかれては、

これらの事務の担当部局と情報を共有し、情報を公表するよう、努められたい。 

 

１ 地域包括支援センターに関する情報公表 
（１）地域包括支援センターに関する情報 

地域包括支援センターに関する情報については、法第 115 条の 46 第 10

項及び省令第 140 条の 66 の２の規定により、市町村は、地域包括支援セ

ンターに関する情報を公表するよう努めなければならないこととしてい

る。市町村は、地域包括支援センターの事業の内容及び運営に関する情報

を 

① 地域包括支援センターを設置するとき 

② おおむね年１回、市町村が適当と認めるとき 

に公表又は更新するよう努めることとし、情報に変更がない場合は更新を

不要とする。 
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なお、市町村担当者による公表を基本とするが、具体的な入力等の作業

については、地域包括支援センターでも行うことができることとする。 

 

（２）地域包括支援センターの事業の内容及び運営に関する情報の公表内容 
法第115条の 46第 10項に基づいて公表する地域包括支援センターの事

業の内容及び運営に関する情報の内容は、省令第 140 条の 66 の３に規定

しており、具体的には、次に掲げるとおり、地域包括支援センターを利用

する際の基礎的な情報及び活動実績であり、地域の実情に応じて市町村が

追加することができるものである。具体的内容は、別添４のとおりとする。 

 
① 名称及び所在地 
② 法第 115 条の 47 第１項の委託を受けた者である場合はその名称 
③ 営業日及び営業時間 
④ 担当する区域 
⑤ 職員の職種及び員数 
⑥ 事業の内容及び活動実績 
⑦ その他市町村が必要と認める事項 

 

２ 有料老人ホームに関する情報公表 
（１）有料老人ホームに関する情報 

老人福祉法（昭和 38 年法律第 133 号）第 29 条第 11 項において、有

料老人ホームの設置者は有料老人ホームに関する情報を都道府県知事等

に報告すること、また、同第 12 項において、都道府県知事等は、報告さ

れた事項を公表しなければならないとされている。これまで、各都道府県

等においてそれぞれの方法による有料老人ホームに関する情報の公表を

行っていたところ、今般、全国の有料老人ホームの検索や詳細な情報の確

認が容易となるよう、介護サービス情報公表システムに有料老人ホームに

関する情報を掲載・検索できる機能を追加したところであり、管内市区町

村とも連携して積極的に本システムを活用した情報の公表に努められた

い。 

 

（２）有料老人ホームの事業の内容及び運営に関する情報の公表内容 
有料老人ホームの有料老人ホームの設置運営標準指導指針について（老

発 0401 号厚生労働省老健局長通知）の別紙様式「重要事項説明書」の内

容を基本としており、別添７のとおりとする。具体的な取扱いについては、

「介護サービス情報公表システム（生活関連情報）への有料老人ホームの

情報公表・検索機能追加等について（令和３年６月 23 日 厚生労働省老

健局高齢者支援課事務連絡）」を参照されたい。 
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３ 生活支援等に関する情報公表 
（１）情報公表の対象となる生活支援等サービス 

地域支援事業として生活支援体制整備事業が設けられていることも踏

まえ、市町村がより積極的に生活支援等に関する情報を把握し、周知して

いくべきであることから、老人福祉法第 12 条の３の規定により、市町村

は、生活支援等を行う者から提供を受けた生活支援等に関する情報の公表

を行うよう努めなければならないこととしている。情報公表の対象となる

配食や見守り等の生活支援等サービスは、次のとおりである。 

なお、この生活支援等サービスは、例えば、スーパーマーケット等によ

る食材配達、家政婦紹介所等を通じた家事援助サービス、コンビニエンス

ストア等による配食、新聞販売所等による見守り等、介護保険外サービス

が含まれるほか、介護予防・日常生活支援総合事業（法第 115 条の 45 第

１項に規定する介護予防・日常生活支援総合事業をいう。）の訪問型、通所

型サービス等も含まれる。 

 

 
対象サービス 内容 

見守り・安否確認 地域の自治会や町内会、民間事業者等による高齢者の安否
確認や見守りを家事支援等と共に行うサービスである。ま
た、安否確認には緊急時に通報できるサービスも含まれ
る。 

配食（＋見守り・安否確認） 配食だけでなく、訪問時に安否確認や見守りも兼ねたサー
ビスである。 

家事援助 買物や掃除、調理、洗濯等の日常生活で必要な家事を支援
するサービスである。 

交流の場・通いの場 住民やNPO団体等様々な主体によるミニデイサービスやコ
ミュニティサロン等の交流の場、運動・栄養・口腔ケア等
の専門職が関与する教室を開催しているサービスである。 

介護者支援 介護をしている家族の集いや介護サービスを利用してい
る方の状態維持・改善に向けた知識・技術の教室等であり、
介護をする方を支援するサービスである。 

外出支援 通院や買い物等が一人では困難な方へ移動支援を行うサ
ービスである。 

多機能型拠点 スーパーやコンビニ、飲食店等に介護の相談窓口、サロン
や体操教室等多様なサービスを組み合わせたサービスで
ある。 

その他市町村が適当と認め
るサービス 

上記には該当しないサービスである。 

 

（２）生活支援等に関する情報を公表するとき 
市町村は、生活支援等サービスを提供する事業者から得た情報を、その

判断により随時公表することとする。 
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なお、市町村担当者による公表を基本とするが、具体的な入力等の作業

については、生活支援コーディネーター（地域支え合い推進員）でも行う

ことができることとする。 

 

（３）生活支援等に関する情報の公表内容 
老人福祉法第 12 条の３の規定に基づいて公表する生活支援等に関する

情報の内容は、老人福祉法施行規則（昭和 38 年厚生省令第 28 号）第１条

の８の２に規定しており、具体的には、次に掲げるとおり、生活支援等サ

ービスを利用する上で、基礎的な情報であり、地域の実情に応じて市町村

が追加できるものである。具体的内容は、上記（１）に掲げる生活支援等

サービスごとにそれぞれ、別添５のとおりとする。 

 
① 生活支援等を行う活動主体の名称及びその所在地 
② 生活支援等の実施日及び実施時間 
③ 生活支援等を実施する区域 
④ 生活支援等の内容及び利用料等、その他市町村が必要と認める情報 
 

 

 

Ⅵ 認知症に関する相談窓口に関する情報公表 
認知症の人ができる限り住み慣れた地域で自分らしく暮らし続けることが

できる社会を実現するためには、認知症の人本人やその家族が身近な地域で相

談することができ、各々の状況に応じた適切な地域の社会資源を活用して、保

健医療・介護等に関するお困りごと等に対応できるようにすることが必要であ

る。 

このため、市町村は、認知症に関する相談窓口を地域ごとに整備することに

加えて、地域に設置している認知症に関する相談窓口の情報を広く認知症の人

やその家族等が知ることができるよう、その公表に努めることが必要である。 

都道府県におかれては、管内市区町村の ID 管理を適切・確実に行うととも

に、認知症施策の担当部局と情報を共有しつつ、市区町村がこれらの情報を積

極的に公表するよう促していただきたい。情報の公表の主体でもある指定都市

におかれては、これらの事務の担当部局と情報を共有し、情報を公表するよう、

努められたい。 

 

１ 認知症に関する相談窓口に関する情報 
市町村は、 

① 認知症に関する相談窓口を設置するとき 

② おおむね年１回、市町村が適当と認めるとき 
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に公表又は更新するよう努めることとし、情報に変更がない場合は更新を

不要とする。なお、認知症に関する相談窓口の公表に当たっては、既に登録

済みの地域包括支援センターの情報については、改めて入力する必要はない

こと。 

また、市町村担当者による公表を基本とするが、具体的な入力等の作業に

ついては、地域包括支援センターでも行うことができることとする。 

 

２ 認知症に関する相談窓口に関する情報の公表内容 
認知症に関する相談窓口の名称や所在地、電話番号、業務日など認知症の

人やその家族が相談窓口を利用する場合に必要となる基礎的な情報であり、

具体的内容は別添６のとおりとする。 

 

Ⅶ 介護サービス事業所情報のオープンデータ 
官民データ活用推進基本法（平成 28 年法律第 103 号）において、国及び地

方公共団体はオープンデータに取り組むことが義務付けられた。オープンデー

タへの取組により、国民参加・官民協働の推進を通じた諸課題の解決、経済活

性化、行政の高度化・効率化等が期待されている。 

このため、介護サービス情報公表システムの介護サービス事業所データを、

デジタル庁が示している「推奨データセット」基本編「介護サービス事業所一

覧」に準じた csv ファイルとして、厚生労働省ホームページで公表していると

ころであり、都道府県におかれては、介護サービス事業所の直近の情報が確実

に更新されるよう、努められたい。 

 

 

 

  



29 

 

別添１：調査票 基本情報 

別添２：調査票 運営情報 

別添３：記載要領 

別添４：調査票 地域包括支援センター 

別添５：調査票 生活関連情報 

別添６：調査票 認知症に関する相談窓口 

別添７：調査票 有料老人ホーム 

参考：【事務連絡】介護サービス情報公表システム（生活関連情報）への有

料老人ホームの情報公表・検索機能追加等について 


